　（方法書についての知事等の意見）

第十条　　略

２　前項の場合において、知事は、方法書について前条に規定する市町長

　の環境の保全の見地からの意見を求めるものとする。

３　　略

４　　略
　（方法書についての意見の概要の送付）

第九条　事業者は、前条第一項の期間を経過した後、知事及び第六条第一

　項に規定する地域を管轄する市町長に対し、前条第一項の規定により述

　べられた意見の概要を記載した書類を送付しなければならない。
　（方法書の送付等）

第六条　事業者は、方法書を作成したときは、知事及び規則で定めるとこ

　ろにより対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域

　を管轄する市町長に対し、方法書を送付しなければならない。

２　　略
　（市町との連携）

第三条の二　知事は、この条例の適切かつ円滑な運用を図るため，この条例

　の規定による環境影響評価その他の手続について，関係する市町と密接

　に連絡し，必要があると認めるときはこれに協力を求めることができる。
　（県等の責務）

第三条　県、事業者及び県民は、環境影響評価及び事後調査の重要性を認

　識して、この条例の規定による環境影響評価その他の手続が適切かつ円

　滑に行われ、事業の実施による環境への負荷をできる限り回避し、又は

　低減することその他の環境の保全についての配慮が適正になされるよ

　うにそれぞれの立場で努めなければならない。
改正後

　（方法書についての知事等の意見）

第十条　　略

２　前項の場合において、知事は、方法書について前条に規定する市町村

　長の環境の保全の見地からの意見を求めるものとする。

３　　略

４　　略
　（方法書についての意見の概要の送付）

第九条　事業者は、前条第一項の期間を経過した後、知事及び第六条第一

　項に規定する地域を管轄する市町村長に対し、前条第一項の規定により

　述べられた意見の概要を記載した書類を送付しなければならない。
　（方法書の送付等）

第六条　事業者は、方法書を作成したときは、知事及び規則で定めるとこ

　ろにより対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域

　を管轄する市町村長に対し、方法書を送付しなければならない。

２　　略

　（県等の責務）

第三条　県、市町村、事業者及び県民は、環境影響評価及び事後調査の重

　要性を認識して、この条例の規定による環境影響評価その他の手続が適

　切かつ円滑に行われ、事業の実施による環境への負荷をできる限り回避

　し、又は低減することその他の環境の保全についての配慮が適正になさ

　れるようにそれぞれの立場で努めなければならない
改正前

広島県環境影響評価に関する条例新旧対照表

　（準備書についての知事等の意見）

第十九条　　略

２　前項の場合において、知事は、準備書について関係市町長の環境の保

　全の見地からの意見を求めるものとする。

３　　略

４　　略
　（準備書についての意見の概要等の送付）

第十八条　事業者は、前条第一項の期間を経過した後、知事及び関係市町

　長に対し、同項の規定により述べられた意見の概要及び当該意見につい

　ての事業者の見解を記載した書類を送付しなければならない。
　（説明会の開催等）

第十六条　　略

２　　略

３　事業者は、説明会の開催を予定する日時及び場所を定めようとすると

　きは、知事及び関係市町長の意見を聴くことができる。

４　　略

５　　略
　（準備書の送付等）

第十四条　事業者は、準備書を作成したときは、知事及び第六条第一項の

　則で定めるところにより対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると

　認められる地域(第八条第一項及び第十条第一項の意見並びに第十二条の

　規定により行った環境影響評価の結果にかんがみ第六条第一項に規定す

　る地域に追加すべきものと認められる地域を含む。以下「関係地域」と

　いう。)を管轄する市町長(以下「関係市町長」という。)に対し、準備書

　及びこれを要約した書類(次条及び第十六条において「要約書」という。)
　を送付しなければならない。
改正案

　（準備書についての知事等の意見）

第十九条　　略

２　前項の場合において、知事は、準備書について関係市町村長の環境の

　保全の見地からの意見を求めるものとする。

３　　略

４　　略
　（準備書についての意見の概要等の送付）

第十八条　事業者は、前条第一項の期間を経過した後、知事及び関係市町

　村長に対し、同項の規定により述べられた意見の概要及び当該意見につ

　いての事業者の見解を記載した書類を送付しなければならない。
　（説明会の開催等）

第十六条　　略

２　　略

３　事業者は、説明会の開催を予定する日時及び場所を定めようとすると

　きは、知事及び関係市町村長の意見を聴くことができる。

４　　略

５　　略
　（準備書の送付等）

第十四条　事業者は、準備書を作成したときは、知事及び第六条第一項の

　則で定めるところにより対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると

　認められる地域(第八条第一項及び第十条第一項の意見並びに第十二条の

　規定により行った環境影響評価の結果にかんがみ第六条第一項に規定す

　る地域に追加すべきものと認められる地域を含む。以下「関係地域」と

　いう。)を管轄する市町村長(以下「関係市町村長」という。)に対し、準

　備書及びこれを要約した書類(次条及び第十六条において「要約書」とい

　う。)を送付しなければならない。
現行

　（評価書の公告後における環境影響評価その他の手続の再実施）

第二十七条　　略

２　事業者は、前項の規定により環境影響評価その他の手続を行うことと

　したときは、遅滞なく、その旨を知事及び関係市町長に通知するものと

　する。

３　　略

４　　略
　（対象事業の実施の制限）

第二十六条　　略

２　　略

３　　略

４　事業者は、第二十二条第一項の規定による公告が行わわた後に対象事

　業の実施を他の者に引き継いだ場合には、知事及び関係市町長にその旨

　を通知するものとする。

５　　略
　（対象事業の廃止等）

第二十五条　事業者は、第七条第一項の規定による公告が行われてから第

　二十二条第一項の規定による公告が行われるまでの間において、次の各

　号のいずれかに該当することとなった場合には、知事及び第六条第一項

　に規定する地域を管轄する市町長又は関係市町長にその旨を通知しなけ

　ればならない。

２　　略

３　　略
　（評価書の送付）

第二十一条　事業者は、評価書を作成したときは、速やかに、知事及び関
　係市町長に対し、評価書及びこれを要約した書類(次条において「要約書」

　という。)を送付しなければならない。
改正案

　（評価書の公告後における環境影響評価その他の手続の再実施）

第二十七条　　略

２　事業者は、前項の規定により環境影響評価その他の手続を行うことと

　したときは、遅滞なく、その旨を知事及び関係市町村長に通知するもの

　とする。

３　　略

４　　略
　（対象事業の実施の制限）

第二十六条　　略

２　　略

３　　略

４　事業者は、第二十二条第一項の規定による公告が行わわた後に対象事

　業の実施を他の者に引き継いだ場合には、知事及び関係市町村長にその

　旨を通知するものとする。

５　　略
　（対象事業の廃止等）

第二十五条　事業者は、第七条第一項の規定による公告が行われてから第

　二十二条第一項の規定による公告が行われるまでの間において、次の各

　号のいずれかに該当することとなった場合には、知事及び第六条第一項

　に規定する地域を管轄する市町村長又は関係市町村長にその旨を通知し

　なければならない。

２　　略

３　　略
　（評価書の送付）

第二十一条　事業者は、評価書を作成したときは、速やかに、知事及び関
　係市町村長に対し、評価書及びこれを要約した書類(次条において「要約

　書」という。)を送付しなければならない。
現行

　（都市計画に係る対象事業に関する特例）

第三十三条　対象事業が都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第四条第七

　項に規定する市街地開発事業として同法の規定により都市計画に定めら

　れる場合における当該対象事業又は対象事業に係る施設が同条第五項に

　規定する都市施設として同法の規定により都市計画に定められる場合に

　おける当該都市施設に係る対象事業について、第五条から策二十六条ま

　での規定により事業者が行うべき環境影響評価その他の手続は、規則で

　定めるところにより、同法第十五条第一項の県若しくは市町(同法第二十

　二条第一項の場合にあっては、同項の国土交通大臣又は市町)又は都市再

　生特別措置法(平成十四年法律第二十二号)第五十一条第一項の規定に基

　づき都市計画の決定若しくは変更をする市町(以下「都市計画決定権者」

　と総称する。)で当該都市計画の決定又は変更をするものが当該対象事業

　に係る事業者に代わるものとして、当該対象事業又は対象事業に係る施

　設に関する都市計画の決定又は変更をする手続と併せて行うものとす

　る。
　（環境調査の実施）

第三十一条　　略

２　　略

３　知事は、環境調査を実施したときは、必要に応じて、その結果を関係

　市町長に通知するものとする。
　（事後調査の実施等）

第三十条　　略

２　知事は、事後調査報告書の提出を受けたときは、その写しを関係市町

　長に送付するものとする。
　（工事着手等の届出）

第二十九条　事業者は、第二十二条第一項の規定による公告が行われた後

　に、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、遅滞なく、そ

　の旨を知事及び関係市町長に届け出なければならない。

２　　略
改正案

　（都市計画に係る対象事業に関する特例）

第三十三条　対象事業が都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第四条第七

　項に規定する市街地開発事業として同法の規定により都市計画に定めら

　れる場合における当該対象事業又は対象事業に係る施設が同条第五項に

　規定する都市施設として同法の規定により都市計画に定められる場合に

　おける当該都市施設に係る対象事業について、第五条から策二十六条ま

　での規定により事業者が行うべき環境影響評価その他の手続は、規則で

　定めるところにより、同法第十五条第一項の県若しくは市町村(同法第二

　十二条第一項の場合にあっては、同項の国土交通大臣又は市町村)又は都

　市再生特別措置法(平成十四年法律第二十二号)第五十一条第一項の規定

　に基づき都市計画の決定若しくは変更をする市町村(以下「都市計画決定

　権者」と総称する。)で当該都市計画の決定又は変更をするものが当該対

　象事業に係る事業者に代わるものとして、当該対象事業又は対象事業に

　係る施設に関する都市計画の決定又は変更をする手続と併せて行うもの

　とする。
　（環境調査の実施）

第三十一条　　略

２　　略

３　知事は、環境調査を実施したときは、必要に応じて、その結果を関係

　市町村長に通知するものとする。
　（事後調査の実施等）

第三十条　　略

２　知事は、事後調査報告書の提出を受けたときは、その写しを関係市町

　村長に送付するものとする。
　（工事着手等の届出）

第二十九条　事業者は、第二十二条第一項の規定による公告が行われた後

　に、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、遅滞なく、そ

　の旨を知事及び関係市町村長に届け出なければならない。

２　　略
現行

　（法の対象事業等に係る環境影響評価その他の手続）

第四十三条　　略
　（第二種事業の判定に係る意見の聴取等）

第四十二条　知事は、法第二条第三項に規定する第二種事業について法第

　四条第二項(同条第四項において準用する場合を含む。)の規定による届

　出に係る書面の写しの送付を受けたときは、当該届出に係る事業が実施

　されるべき区域を管轄する市町長にその写しを送付し、法の規定による

　環境影響評価その他の手続が行われる必要があるかどうかについての意

　見及びその理由を聴くことができる。
改正案

　（法の対象事業等に係る環境影響評価その他の手続）

第四十三条　　略
　（第二種事業の判定に係る意見の聴取等）

第四十二条　知事は、法第二条第三項に規定する第二種事業について法第

　四条第二項(同条第四項において準用する場合を含む。)の規定による届

　出に係る書面の写しの送付を受けたときは、当該届出に係る事業が実施

　されるべき区域を管轄する市町村長にその写しを送付し、法の規定によ

　る環境影響評価その他の手続が行われる必要があるかどうかについての

　意見及びその理由を聴くことができる。
現行

　（市町条例との関係）

第47条 市町が対象事業に関し環境の保全の見地から環境影響評価に

　関する条例を制定した場合において、当該市町の区域内における対象事業

　に関するこの条例の規定の適用については、当該市町の長と知事とが協議

　して定めるものとする。
２　　略
改正案

　（市町村との関係）

第四十七条　知事は、この条例の適切かつ円滑な運用を図るため、この条

　例の規定による環境影響評価その他の手続について、関係する市町村と

　密接に連絡し、必要があると認めるときはこれに協力を求めることがで

　きる。

２　市町村が対象事業に関し環境の保全の見地から環境影響評価に関する

　条例を制定した場合において、当該市町村の区域内における対象事業に

　関するこの条例の規定の適用については、当該市町村の長と知事とが協

　議して定めるものとする。
２　　略
現行

　　略�
第三十一条第三項�
　　略�
第三十条第二項�
　　略�
第二十九条第一項�
　　略�
�
　　略�
関係市町村長�
　　略�
関係市町村長�
　　略�
関係市町村長�
　　略�
　　略�
�
　　略�
法第十五条の関係市町村長�
　　略�
法第十五条の関係市町村長�
　　略�
法第十五条の関係市町村長�
　　略�
　　略�
�






　　略�
第三十一条第三項�
　　略�
第三十条第二項�
　　略�
第二十九条第一項�
　　略�
�
　　略�
関係市町長�
　　略�
関係市町長�
　　略�
関係市町長�
　　略�
　　略�
�
　　略�
法第十五条の関係市町長�
　　略�
法第十五条の関係市町長�
　　略�
法第十五条の関係市町長�
　　略�
　　略�
�






　　略�
第三十一条第三項�
　　略�
第三十条第二項�
　　略�
�
　　略�
関係市町村長�
　　略�
関係市町村長�
　　略�
�
　　略�
法第四十八条第二項において準用する法第十五条の関係市町村長�
　　略�
法第四十八条第二項において準用する法第十五条の関係市町村長�
　　略�
�









　　略�
第三十一条第三項�
　　略�
第三十条第二項�
　　略�
�
　　略�
関係市町長�
　　略�
関係市町長�
　　略�
�
　　略�
法第四十八条第二項において準用する法第十五条の関係市町長�
　　略�
法第四十八条第二項において準用する法第十五条の関係市町長�
　　略�
�









1
1

